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（１）沿革

設置経緯

見直しの動向

役割（2019年時点）

（２）　組織体制

常勤職員数 7 人

うち常勤研究員数 6 人
非常勤研究員数 1 人

庶務体制

市民参加、外部連携

（３）会計

2019年度予算 千円
2018年度決算 千円
2017年度決算 千円

順位
1位
2位
3位
4位
順位
1位
2位
3位
4位

せたがや自治政策研究所

１　組織概要

東京都世田谷区豪徳寺二丁目２８番３号
世田谷区　政策経営部　政策研究担当課

03-3425-6124

03-3425-6895

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/002/006/index.html

SEA01110@mb.city.setagaya.tokyo.jp

2007年4月1日

東京都世田谷区

大杉　覚（所長／東京都立大学教授）

２　組織動向

地方分権の潮流のなか、基礎的自治体は自らの特性を活かした政策を打ち出していくことが求められている。また、社
会情勢の変化に伴い住民ニーズの多様化・高度化が進み、住民自治に対する意識も高まっている。こうした背景のも
と、区と区民等との協働の推進と区民主体のまちづくりの一層の発展をめざすとともに、区の政策形成能力の向上を図
るため設立された。

2019年度より運営方針（研究テーマ設定方法や実施体制等）を変更。

（１）政策研究
（２）基礎研究
（３）データの整備と活用
（４）政策提言

設置形態（択一）

自治体の内部組織
常設の任意団体（提言等を行う会議体型の団体も含む）
公益法人（財団法人・社団法人）
大学の附置機関
広域連合

5,164

その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 

専門的な知識を有した研究員の採用　　
外部有識者の活用(研究員として採用した者を除く)　     
大学・非営利活動法人等と連携した研究の実施　　
設置市の企画部署と連携した研究の実施　　　　　
設置市の関係部署と連携した研究の実施　　　　　
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

研究所内にて分担して行っている。

行っていない。

会計規模※人件費・間接費（オフィス賃借料、水道光熱費等）は含まない

専門性確保に関する特徴
（複数選択可）

5,947
6,652

自治体の内部組織以外の団
体の場合の事業活動収入の
主な内訳
（多い順に選択）

収入種別

自治体の内部組織の場合の
事業活動収入の主な内訳
（多い順に選択）

収入種別
設置部局の予算

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/002/006/index.html


組織名 せたがや自治政策研究所

定期刊行物

（２）活動のマネジメント状況

研究員の業務分担

研究員の専門性
育成の手立て

研究員のキャリアパス等

その他

調査研究名

３　活動動向

（１）活動実績　　　　

○せたがや自治政策（研究・活動報告書）　（年1回刊行）
○都市社会研究（学術論文集）　（年1回刊行）

ア　テーマ決定
（複数選択可）

設置市からの要請　
外部有識者等からの助言・示唆
貴団体・組織で、設置市の総合計画等に明記された重要課題から選択　
貴団体・組織で自ら発案
その他（） 

イ　情報発信
（複数選択可）

設置市の議員や幹部職員に、報告や提言を行う
設置市の関係部署に、報告や提言を行う
設置市の庁内の広範囲に、成果物を配布する
報告会を実施する
日常的活動を、ＨＰ・メールマガジン・ニューズレター等で周知する
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特に行っていない　

ウ　活動の評価とその反映
（複数選択可）

設置市の行政評価制度により評価を受けている
運営委員会等、貴団体・組織の運営に関わる機関から評価を受けている
外部有識者から評価を受けている　
報告会・アンケート等の機会を設けて、評価を受けている  
その他（具体的に：　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 
特にそういう機会はない

４　特記事項

―

―

―

―

この研究は、地域行政の推進にかかる条例制定を見据えて今後の更なる展開を検討するにあたり、地域行政の発足時
の問題意識や目的、課題認識等を再確認するとともに、この間の制度見直しの経過を振り返り、今後の検討に資するこ
とを目的としています。

本調査研究では、まず地域行政のこれまでの経緯と評価ならびにそれぞれの時点での課題への対応の経過を整理し、
次に今後に向けて論点となりうるテーマを選び、せたがや自治政策研究所として考察を行いました。

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/002/006/004/d00184181.html

５　２０１９年度に実施した調査研究

調査研究の概要

自治体経営のあり方研究

世田谷区将来人口推計をもとに、世田谷区の人口が100万人を大きく上回り、全国では高齢化がピークを迎える令和22
（2040）年を見据えて、取り組むべき政策について、若手職員を中心とした「世田谷区自治体経営のあり方研究会」にお
いて議論を重ねました。
本報告では、世田谷区を取り巻く状況から基本構想に基づき令和22（2040）年に望ましい未来を想定し、研究会での議
論を重ねて、研究成果を6つの政策提言にまとめました

https://www.city.setagaya.lg.jp/mokuji/kusei/002/006/004/d00184182.html

地域行政の推進に関する研
究


